
NHK 日本テレビ TBS 毎日放送 フジテレビ テレビ朝日 朝日放送テレビ

1. 人権方針について

1-1 人権方針はありますか？

☐ある 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

☐ない

ある場合は、こちらに人権方針
の掲載ページのURLを貼ってく
ださい。

「NHK倫理･行動
憲章」「 行動指
針」、「NHK放送
ガイドライン」
「NHKの出演者
に対する人権尊
重のガイドライ
ン」に掲載してい
ます。
 「NHK倫理･行
動憲章」「 行動
指針」 https:
//www.nhk.or.
jp/info/pr/guideli
ne/　
「NHK放送ガイド
ライン」 https:
//www.nhk.or.
jp/info/pr/bc-
guideline/ 
「NHKの出演者
に対する人権尊
重のガイドライ
ン」 https://www.
nhk.or.
jp/info/pr/jinken/

https://www.
ntvhd.co.
jp/humanrights/
assets/pdf/polic
y20231102.pdf 

https://www.
tbsholdings.co.
jp/sustainability/
pdf/humanrights
.pdf

https://www.
mbs-mhd.jp/

（フジ・メディア・
ホールディングス 
グループ人権方
針）
http://www.site.
fujitv.co.
jp/compliance/in
dex/jinkenhousi
n.pdf?20250128　

（フジテレビ コン
プライアンス ガイ
ドライン）＜行動
指針＞ 2. 人権
の尊重
https://www.
fujitv.co.
jp/company/co
mpliance/pdf/co
mpliance_guidel
ines.pdf　

https://www.tv-
asahihd.co.
jp/corp/humanri
ghts.html

朝日放送グルー
プ人権方針 
https://corp.
asahi.co.
jp/ja/company/r
ule/human-
rights.html　 

1-2 人権方針は、国連ビジネスと人
権に関する指導原則、国際人権
章典やILO中核的労働基準な
ど、国際人権基準を明記してい
ますか。

☐している 〇 〇 〇 〇 〇 〇

☐していない 〇

1-3 人権方針には、方針の実施体制
やプロセス、特に取締役会の責
任などについて明記されていま
すか。

☐されている 〇 〇

☐されていない 〇 〇 〇 〇 〇
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1-4 人権方針の実施体制、人権問題
が確認された際に対処する担当
部署、情報が共有される部署・役
職、問題解決のプロセスについ
て明記されている掲載ページの
URLをこちらに貼ってください。

同上の人権方針
内に記載
https://www.
ntvhd.co.
jp/humanrights/
assets/pdf/polic
y20231102.pdf 

https://www.
tbsholdings.co.
jp/sustainability/
system.html

https://www.
mbs-mhd.jp/　

（FMH「統合報告
書」P20）
https://www.
fujimediahd.co.
jp/ir/pdf/integrat
ed250227.pdf　

（FMH「グループ
人権小委員会」
プレスリリース）
https://www.
fujimediahd.co.
jp/pdf/fBimfXfcA
YBPOc3C.pdf　

（FMH、フジテレ
ビ コンプライアン
ス確保のための
制度・体制につ
いて　P17）
https://www.
fujitv.co.
jp/company/new
s/250227_01.
pdf　

（フジテレビ「再
生・改革プロジェ
クト」の進捗につ
いて　3P）　
https://www.
fujitv.co.
jp/company/new
s/250227_02.
pdf　

https://www.tv-
asahihd.co.
jp/corp/humanri
ghts.html

統合報告書
2024P.51 https:
//corp.asahi.co.
jp/ja/company/r
eport/main/08/te
aserItems2/0/lin
kList/0/link/ABC
_IntegratedRep
ort2024.pdf　 

サステナビリティ
レポート2024 
P58,59 https:
//corp.asahi.co.
jp/ja/csr/report/
main/02/teaserIt
ems2/0/linkList/
0/link/Sustainab
ilityReport2024.
pdf

1-5 上記実施体制・プロセス等を対
外的に公開していない場合、そ
の理由を教えてください。

1-6 人権方針に関する社内の研修の
実績などについて、明記されてい
るページのURLをこちらに貼って
ください。

研修実績等は公
開していません。

人権の尊重｜日
本テレビホール
ディングス株式
会社 
https://www.
ntvhd.co.
jp/humanrights/ 

（統合報告書　
P19、20）
https://www.
fujimediahd.co.
jp/ir/pdf/integrat
ed250227.pdf　

（FMH、フジテレ
ビ コンプライアン
ス確保のための
制度・体制につ
いて　P10、18）
https://www.
fujitv.co.
jp/company/new
s/250227_01.
pdf　

https://www.tv-
asahihd.co.
jp/sustainability/
agenda/

https://www.tv-
asahihd.co.
jp/report/data/2
024/20241206.
pdf P41

サステナビリティ
レポート2024, 
P59 
https://corp.
asahi.co.
jp/ja/csr/report/
main/02/teaserIt
ems2/0/linkList/
0/link/Sustainab
ilityReport2024.
pdf　

1-7 人権方針策定後に実施した、研
修以外の具体的な取り組みはあ
りますか？

☐ある 〇 〇 〇 〇 〇 〇

☐ない 〇

2. ビジネスパートナーに対し人権方針の実施を確実にする方策

https://www.tbsholdings.co.jp/sustainability/system.html
https://www.tbsholdings.co.jp/sustainability/system.html
https://www.tbsholdings.co.jp/sustainability/system.html
https://www.tbsholdings.co.jp/sustainability/system.html
https://www.mbs-mhd.jp/
https://www.mbs-mhd.jp/
https://www.tv-asahihd.co.jp/corp/humanrights.html
https://www.tv-asahihd.co.jp/corp/humanrights.html
https://www.tv-asahihd.co.jp/corp/humanrights.html
https://www.tv-asahihd.co.jp/corp/humanrights.html


NHK 日本テレビ TBS 毎日放送 フジテレビ テレビ朝日 朝日放送テレビ

2-1 人権方針は、ビジネスパートナー
にも尊重を求めていますか。もし
くは、それを明記した他のより具
体的な方針文書や行動規範 
(Code of Conduct)、調達方針が
ある場合は、掲載ページのURL
をこちらに貼ってください。

NHKは、「NHK
の出演者に対す
る人権尊重のガ
イドライン」に基
づき、NHKおよ
び関連団体のす
べての役職員
は、出演者の人
権、人格を尊重
し、安心・安全な
制作現場の確保
に努めており、主
な出演者の所属
事務所には、年
度ごとに「NHKの
出演者に対する
人権尊重のガイ
ドライン」への賛
同をお願いして
います。https:
//www.nhk.or.
jp/info/pr/jinken/  

人権方針内に明
記している 

ビジネスパート
ナーにも人権方
針の尊重を求め
ています。また人
権方針に加え
て、以下の方針
と指針も共有し
ています。https:
//www.
tbsholdings.co.
jp/sustainability/
pdf/sustainable
procurement.
pdf https://www.
tbsholdings.co.
jp/sustainability/
pdf/humanrights
-
contentproducti
on.pdf

https://www.
mbs-mhd.jp/　

FMHグループ人
権方針およびフ
ジテレビ コンプラ
イアンス ガイドラ
インに基づき、ビ
ジネスパート
ナーにも人権を
尊重した向き合
いを行うよう努め
ています。現在、
出演契約書、業
務委託契約書な
どに人権尊重の
条項を追加する
手続きを進めて
います。

(フジ・メディア・
ホールディングス 
グループ人権方
針)
http://www.site.
fujitv.co.
jp/compliance/in
dex/jinkenhousi
n.pdf?20250128　

(フジテレビ　コン
プライアンス　ガ
イドライン)
https://www.
fujitv.co.
jp/sustainability/
worklife/pdf/com
pliance_guidelin
es_jp.pdf　

前記「人権方針」
において「テレビ
朝日グループの
事業に関わるあ
らゆるビジネス
パートナーに対し
て、この方針の
遵守を期待しま
す」と記載

朝日放送グルー
プ人権方針 
https://corp.
asahi.co.
jp/ja/company/r
ule/human-
rights.html　

人権方針の適用
範囲 朝日放送グ
ループ人権方針 
本方針は、私た
ち、すべての役
員・従業員に適
用します。また、
すべてのステー
クホルダーにも
本方針の遵守を
期待します。

2-2 以下のビジネスパートナーに対し
て、人権方針を説明し、尊重を求
めていますか。求めているものに
チェックを入れてください。(複数
回答可）

☐出演者の所属事務所 〇 〇 〇 〇

☐出演者本人 〇 〇 〇 〇

☐番組制作会社 〇 〇 〇 〇

☐広告会社 〇 〇 〇

☐放送作家 〇 〇 〇 〇

☐脚本家 〇 〇 〇 〇

☐キャスティング会社 〇 〇 〇

☐スポンサー 〇 〇

☐物品等調達のサプライヤー 〇 〇

☐その他 〇 〇 〇

https://www.mbs-mhd.jp/
https://www.mbs-mhd.jp/
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2-3 人権方針や行動規範、調達方針
をビジネスパートナーに伝達、遵
守してもらうためにこれまでに実
施した措置を記載してください。

NHKの関連団体
に対し、「NHK倫
理･行動憲章」「 
行動指針」、
「NHK放送ガイド
ライン」「NHKの
出演者に対する
人権尊重のガイ
ドライン」の周知・
徹底を実施して
います。

業務委託等の契
約書ひな型に人
権遵守条項を搭
載している

2022年には主要
な番組制作会社
を対象とした「制
作会社ミーティン
グ」をを開催し、
長時間労働やハ
ラスメントなどの
防止に向けた取
り組み等につい
ての説明を行い
ました。 また
2023年に人権方
針を定めた後、
各種契約書に人
権遵守について
の条項を加えて
おります。

必要に応じてご
説明し、人権方
針に理解と支持
をもらえるよう働
きかけています。

〇FMHグループ
社員・スタッフを
対象に、人権方
針をテーマにし
た勉強会を開催
しました。
〇出演契約書、
業務委託契約書
などに人権尊重
の条項を追加す
る手続きを進め
ています。
〇ドラマ、バラエ
ティでは、リスペ
クトトレーニング
を実施していま
す。
〇ドラマの台本
に、社内・社外の
コンプライアンス
相談窓口の案内
を掲載していま
す。

人権相談窓口の
設置など

2-4 ビジネスパートナーが人権を尊
重しているか否かを、どのように
確認していますか。（複数回答
可）

☐定期的に監査をしている

☐アンケート調査を実施している

☐その他（自由記述）

〇 〇 〇 〇

主な出演者の所
属事務所には、
年度ごとに「NHK
の出演者に対す
る人権尊重のガ
イドライン」への
賛同をお願いし
ています。 https:
//www.nhk.or.
jp/info/pr/jinken/ 

コンテンツ制作に
関わる主要取引
先については
2024年にアン
ケートを実施しま
した。

必要に応じて調
査や対話をし、
確認しています。 

人権相談窓口へ
意見を寄せても
らうことにより確
認している。

今後検討する必
要がある。

3. 人権デューディリジェンスの実施

3-1 人権デューディリジェンスは行っ
ていますか。

☐行っている
〇 〇 〇 〇 〇 〇

☐行っていない
〇

☐その他（自由記述）

3-2 行っている場合、そのプロセスの
説明が掲載されているページの
URLをこちらに貼ってください。
(リンクがない場合は概要を記述
ください)

社内人権アン
ケートを実施して
おり、結果分析
中 

2024年の統合報
告書のP47-49に
て説明しておりま
す。 https:
//www.
tbsholdings.co.
jp/ir/report/pdf/2
024/report2024.
pdf?20241008  

https://www.
mbs-mhd.jp/

（統合報告書　
P20）
https://www.
fujimediahd.co.
jp/ir/pdf/integrat
ed250227.pdf 

（FMH、フジテレ
ビ コンプライアン
ス確保のための
制度・体制につ
いP17）
https://www.
fujitv.co.
jp/company/new
s/250227_01.
pdf 

https://www.tv-
asahihd.co.
jp/pdf/press/202
4/20240208.pdf

https://www.tv-
asahihd.co.
jp/report/data/2
024/20241206.
pdf P41

3-3 今まで行ったデューディリジェン
スの内容の結果を公開していま
すか。

☐している 〇 〇 〇 〇

☐していない 〇 〇

https://www.mbs-mhd.jp/
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3-4 公開している場合、公開ページ
のURLを貼ってください。（多数
ある場合、代表的なものでも結
構です）

https://www.
ntvhd.co.
jp/humanrights/ 

2024年の統合報
告書のP47-49に
て説明していま
す。 https:
//www.
tbsholdings.co.
jp/ir/report/pdf/2
024/report2024.
pdf?20241008  

https://www.tv-
asahihd.co.
jp/report/data/2
024/20241206.
pdf
P41

https://corp.
asahi.co.
jp/ja/info/info53
7121686369475
4738/main/0/lin
k/20250311.pdf

3-5 公開していない場合、それはな
ぜですか。

☐契約相手などに対して守秘義
務があるから

☐公開する必要性を感じないか
ら

☐その他（自由記述）

〇

一連のフジテレ
ビ人権問題を受
け第三者委員会
の調査が入って
います。その結
論を受け、対応
を開始し順次公
表していきます。

3-6 デューディリジェンスを行ってい
る場合

3-6-1 
行っている事業領域にチェックを
入れてください。
（複数回答可）

①事業活動遂行における貴社の
従業員や業務従事者の権利

〇 〇 〇 〇 〇 〇

②番組内容・放送による人権の
負の影響、差別、ステレオタイプ
の助長

〇 〇 〇 〇 〇 〇

③番組制作過程における人権の
負の影響、差別、搾取、性加害

〇 〇 〇 〇 〇 〇

④CMにおける人権の負の影
響、差別、ステレオタイプの助長

〇 〇

⑤ホームページや広報媒体
（SNS）における人権の負の影
響、差別、ステレオタイプの助長

〇 〇

⑥バリューチェーンにおける人権
への負の影響

〇 〇 〇 〇

3-6-2 
上記各領域について

・主要な人権リスクとして何を特
定・評価しましたか。

上記の通り人権
アンケートを実施
しており、結果分
析中

①長時間労働・
労働環境リスク
②ハラスメント 
③働く人に正当
な報酬が支払わ
れないリスク 
④権利者、出演
者の人権侵害リ
スク 
⑤出演者らの事
故安全リスク 
⑥コンテンツ内
容による人権侵
害 

領域によって異
なります。 

過重労働、ハラ
スメント、ジェン
ダー

ハラスメント（パ
ワハラ、セクハ
ラ、マタハラ、パ
タハラなど）、長
時間労働、番組
内容の差別的表
現、社外の個人
のプライバシー・
知財などの侵
害、構内スタッフ
間の賃金格差、
サプライヤー・出
資提携先での長
時間労働、芸能
事務所内部での
人権侵害、視聴
者や顧客からの
ハラスメント、出
演者などへの誹
謗中傷

人権DDの一環と
して2025年2月
に、出演者や取
材先、代理店、
取引先などと社
員との間や、社
内でのハラスメン
ト、性的被 害に
ついて幅広く把
握する目的でア
ンケートを実施し
た。この中で、出
演者ら番組関係
者との会食への
出席を上 司らか
ら強いられ、その
結果として性的
な被害を受けた
といった事案の
回答はなかっ
た。
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・防止・是正のためにどのような
取り組みをしていますか。

上記分析に基づ
き、課題として把
握された人権に
関する研修を行
う、外部専門家
による意見を仰
ぐ等により対応
する予定

あらためて認識
したコンテンツ制
作現場における
人権リスクを踏ま
えて「コンテンツ
制作における人
権尊重のための
指針」を作成し、
パートナーの
方々とも共有し
ております。あわ
せて具体的な人
権侵害事案が発
生した場合に備
えて、新たに社
外に救済窓口
（JaCERの通報
窓口）を設置しま
した。 

領域によって異
なります。 

フジテレビ及び
FMHの放送、制
作に関連するグ
ループ各社に人
権課題に関する
アンケート調査を
実施しました。今
後、回答結果を
分析の上、一連
の行動の評価を
行い必要な対策
をしていきます。

グループ会社共
有の窓口の設
置、相談窓口の
周知、人権に関
する研修の実施

上記以外に具体
的な記載のある
回答については
過去の事案も含
め、弁護士を交
えて１件 ずつ検
討し、必要な調
査、フォローを実
施する予定。ま
た。グループ人
権方針に則って
継続的に人権
DDを実施し、人
権尊重、人権侵
害防止 に取り組
んでいく。

3-7 人権デューディリジェンスの範囲
以下の事業領域についてデュー
ディリジェンスを実施しています
か。

・自社のうち全社を対象として実
施していますか。あるいは特定
部署を対象として実施しています
か。

全社を対象とし
て実施している

優先的に取り組
むべき分野とし
て、コンテンツ制
作事業を対象に
実施しました。

全社が対象で
す。必要に応じ
て実施していま
す。

全社を対象とし
ています

全社 全社を対象とし
ている。

・全ての取引先を対象として実施
していますか。あるいは特定の
類型の取引先を対象として実施
していますか。

まだ実施してい
ないが実施する
予定である

売上高上位社を
中心にコンテンツ
制作にかかわる
芸能事務所や制
作会社等を対象
に実施しました。

全ての取引先が
対象です。必要
に応じて実施し
ています。 

人権DD実施の1
年目であること
から、特定の類
型取引先を対象
としています

来年度以降はグ
ループ会社など
も対象とする方
針

まだ実施してい
ない。今後、検討
する必要があ
る。

・直接の取引先を超えて、バ
リューチェーン全体を対象に実施
していますか。

☐している 〇

☐していない 〇 〇 〇 〇 〇

・制作現場のスタッフや出演者の
人権尊重を人権デューディリジェ
ンスの中に位置づけています
か。

☐位置づけている　 〇 〇 〇 〇 〇 〇

☐位置づけていない

3-8 貴社は、人権デューディリジェン
スの実施状況および実効性をモ
ニタリング（指導原則20に基づく
追跡調査)していますか。また、
その取り組みを、どのくらいの頻
度でどのような方法により、監査
・調査していますか。

・モニタリングをしていますか。

☐している 〇

☐していない 〇 〇 〇 〇 〇

・モニタリングの頻度 上記の通り初回
の人権DDとして
人権アンケートを
実施し、現在は
その結果を分析
中であるが、今
後年1回程度を
めどに定期的に
モニタリングする
予定である。ま
た、常時、グルー
プ全社の事象や
相談（人権に関
するものを含め
て）に対応する部
署があり、トラブ
ルや相談事例の
対応、事後のケ
アを行っている。

今後の課題であ
り、必要に応じて
実施いたします。

必要に応じて
行っています。

来年度より継続
して実施の予定
です。

まだ実施してい
ないが今後、検
討する必要があ
る。
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・監査・調査方法 アンケート等 必要な方法を選
択しています。

専門家のアドバ
イスに基づく従業
員アンケートおよ
びヒアリング

3-9 ステークホルダーエンゲージメン
トを実施していますか。

☐している 〇 〇 〇 〇 〇

☐していない 〇

実施している場合、どのステーク
ホルダーとのエンゲージメントを
行っていますか。

出演者や各種業
務委託先

コンテンツ制作に
関わる主要な取
引先 

必要なステーク
ホルダーと行っ
ています。

視聴者、従業員 視聴者：視聴者
センターへのお
問合せ対応（自
社） 放送倫理・
番組向上機構
（BPO）（外部）  
従業員：労働組
合・労働者代表 

4. 番組出演者の権利(社内・社外を含む)
4-1 出演者の人権を保障するため

に、どのような対策を講じていま
すか。

「NHKの出演者
に対する人権尊
重のガイドライ
ン」に基づき、
NHKおよび関連
団体のすべての
役職員は、出演
者の人権、人格
を尊重し、安心・
安全な制作現場
の確保に努めて
います。 https:
//www.nhk.or.
jp/info/pr/jinken/  

上記の人権方針
に基づき対応し
ている。また、番
組制作過程で人
権侵害が起きな
いよう、民放連・
放送基準や当社
放送ガイドライン
に基づいて番組
制作を行ってい
る。

出演契約書にお
いて「出演者の
保護」および「人
権の尊重」に関
する条項を新た
に追加するととも
に、「人権の尊
重」に関する条
項の中で「人権
侵害に関する通
報窓口」なども周
知しております。

MBSグループ人
権方針、毎日放
送コンプライアン
ス憲章、毎日放
送放送基準に基
づき、対策を講じ
ています。また、
番組制作ハンド
ブック等を整備
し、講じるべき具
体的な対策を実
施しています。

〇スタッフに対
し、e-ラーニン
グ、リスペクトト
レーニングを実
施し、人権を尊
重する現場作り
を目指していま
す。
〇番組プロ
デューサーが台
本段階で、危機
管理セクションに
適宜相談してい
ます。必要な
シーン、シチュ
エーションにはイ
ンティマシーコー
ディネーターを導
入しています。
〇19時～23時台
枠の番組では、
編集段階で、危
機管理セクション
によるチェックを
受けています。
前記時間帯以外
の番組も編集段
階で、危機管理
セクションに適宜
相談しています。

相談窓口の設
置、ハラスメント
防止の注意喚
起、番組チェック
による出演者に
対する誹謗中傷
等の未然防止な
ど

相談窓口の設
置。
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4-2 番組作成にあたっての生命、安
全衛生、精神的な健康を保護す
るために、どのような対策を講じ
ていますか。

・「 NHK放送ガイ
ドライン」の「取材
・制作のルール」
に「取材・制作の
安全」の項目を
設け、出演者や
取材協力者、お
よび取材・制作
担当者の安全の
確保に十分配慮
し、危険を伴うこ
とが予想される
取材・制作につ
いては、安全管
理者を置いて、
安全に関する判
断や情報の伝達
などを行い、事
故や被害の防止
にあたるよう努め
ています。 ・取材
や番組制作に伴
う危険を項目ごと
にまとめた手引
きを作成して局
内で周知し、現
場の安全確保に
生かしています。

民放連・放送基
準や、出演者の
安全確保につい
ても定めた当社
放送ガイドライン
に基づき対応し
ている。

ドラマ撮影現場
では、一日の撮
影時間に上限を
設けたり、撮影
日数ごとに撮休
を設定するなど、
無理のない撮影
スケジュールを
確保するよう取り
組んでおります。
あわせてハラス
メントに関する研
修を適宜実施し
ております。

MBSグループ人
権方針、毎日放
送コンプライアン
ス憲章、毎日放
送放送基準に基
づき、対策を講じ
ています。また、
番組制作ハンド
ブック等を整備
し、講じるべき具
体的な対策を実
施しています。

〇安全衛生に関
して、収録時の
チェックリストを
作成しています。
収録前に演出責
任者とプロ
デューサーによ
るダブルチェック
体制で当該リスト
の安全対策事項
を確認して、収録
スタジオにチェッ
クリストを掲示し
てスタッフや出演
者に周知してい
ます。
〇スタッフの人数
を極力確保し、２
班体制を組むな
どの労務対策を
講じています。
〇必要に応じ
て、アクション専
門家や安全面の
監修等に依頼し
ています。

〇精神的な健康
保護に関して、
SNS上で出演者
への誹謗中傷防
止の為に、放送
前に危機管理セ
クションと適宜連
携しています。過
度な誹謗中傷が
起きた際は、法
務部などとも連
携を取り迅速に
対応するように
努めています。
〇産業医による
面談を活用して
います。

リハーサルによ
る事故の未然防
止や必要に応じ
た医師等の配
置、労働時間の
管理など

安全衛生委員会
の設置、定期的
な開催

4-3 番組が出演者の人権に与える可
能性のある負の影響について、
事前にリスクアセスメントを実施
し、負の影響の防止、軽減を図る
対策を策定・実施していますか。

☐している 〇 〇 〇 〇 〇

☐していない 〇 〇

4-4 出演者との出演契約が、優越的
な地位を濫用した内容、あるい
は出演者に著しく不利にならない
ようにするために、どのような対
策を講じていますか。

・「NHKの出演者
に対する人権尊
重のガイドライ
ン」に基づき、
NHKおよび関連
団体のすべての
役職員は、出演
者の人権、人格
を尊重し、安心・
安全な制作現場
の確保に努めて
います。 ・出演に
あたっては、予め
条件提示を行う
などして、一方的
な条件の押し付
けにならないよう
努めています。

出演契約、制作
契約については
ひな型として人
権条項を搭載し
たものを運用し
ている。

「TBSグループ行
動基準」を策定し
ており、すべて取
引において、公
正かつ誠実に行
動することを全
社員に義務付け
ています。その
上で、出演者、事
務所などとの事
前の協議を経
て、合意した内
容について、出
演契約に反映す
るように取り組ん
でおります。

〇従来、契約に
際して制裁規定
や服従規定は設
けておらず、また
報酬などを一方
的に決定するこ
となどなく、先方
より契約条項の
修正要望などが
あった場合も含
めて、先方との
協議を経たうえ
で契約の締結を
行っています。

通常出演者に著
しく不利になるよ
うなことはない。

出演の依頼、決
定に当たっては
条件等を双方で
協議している。 

特に、以下のような契約実態を
明確に禁止していますか。してい
るものにチェックを入れてくださ
い。（複数回答可）

①契約を書面により行わないこと 〇

②芸能従事者の自由を制約する
違約金その他の制裁規定 〇 〇
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③意に反する演出・指示への服
従を強いる規定 〇 〇

④報酬および契約期間のテレビ
局・制作会社側による一方的決
定

〇 〇 〇

⑤交渉権の否定 〇 〇 〇

4-5 番組出演者を以下の有害行為
から保護するために、どのような
対策を講じていますか。（※下記
項目は、英国放送局のポリシー
を参照しています。)

・「NHKの出演者
に対する人権尊
重のガイドライ
ン」に基づきNHK
および関連団体
のすべての役職
員は、出演者の
人権、人格を尊
重し、安心・安全
な制作現場の確
保に努めていま
す。

人権方針及び通
報窓口を設置し
て対応している。

出演契約書にお
いて「出演者の
保護」および「人
権の尊重」に関
する条項を新た
に追加するととも
に、「人権の尊
重」に関する条
項の中で「人権
侵害に関する通
報窓口」なども周
知しております。
(4.1.回答再掲）

MBSグループ人
権方針、毎日放
送コンプライアン
ス憲章、毎日放
送放送基準に基
づき、対策を講じ
ています。また、
番組制作ハンド
ブック等を整備
し、講じるべき具
体的な対策を実
施しています。

〇e-ラーニング、
リスペクトトレー
ニングを実施し
ています。
〇番組プロ
デューサーが台
本段階で、危機
管理セクションに
適宜相談してい
ます。
〇主に19時台か
ら23時台枠の番
組では編集段階
で、危機管理セ
クションによる
チェックを受けて
います。それ以
外の番組も編集
段階で、危機管
理セクションに適
宜相談していま
す。

相談窓口の設
置、社員・スタッ
フへの研修など

相談窓口の設置 

4-6 子ども、若年者、出演経験の浅
い人、高齢者、障害者、女性等、
ぜい弱な立場に置かれた人を保
護するために、どのような対策を
講じていますか。

・「NHKの出演者
に対する人権尊
重のガイドライ
ン」に基づき、
NHKおよび関連
団体のすべての
役職員は、出演
者の人権、人格
を尊重し、安心・
安全な制作現場
の確保に努めて
います。 ・また、
「NHK放送ガイド
ライン」で、未成
年者が出演する
番組の収録やロ
ケを行う場合、労
働基準法や児童
福祉法などの法
令に従って収録
時間やスケ
ジュールなどを
決めるなど、未
成年者の取材と
番組出演におけ
る注意点を周知
しています。

人権方針及び通
報窓口を設置し
て対応している。
また、番組内容
が権利侵害を引
き起こさないよ
う、当社放送ガイ
ドラインに基づき
適正な番組内容
とするよう周知し
ている。

未成年者につい
ては、労基署や
学校への許可申
請を所属事務所
に求めている
他、出演時間の
制限についても
内規に基づき対
応をしておりま
す。高齢者や障
碍者についても
個別に対応をし
ております。

MBSグループ人
権方針、毎日放
送コンプライアン
ス憲章、毎日放
送放送基準に基
づき、対策を講じ
ています。また、
番組制作ハンド
ブック等を整備
し、講じるべき具
体的な対策を実
施しています。

〇e-ラーニング、
リスペクトトレー
ニング、インティ
マシーコーディ
ネーターの導
入、マネージャー
の立ち合いな
ど、基本的に、脆
弱な立場に置か
れた人を保護す
る姿勢は醸成さ
れています。
〇子どもの撮影
時間（早朝、深
夜）に関しては、
労働基準法を厳
守しています。ま
た、高齢者、障
害者などの保護
に関しても、番組
プロデューサー
が危機管理セク
ションに適宜相
談の上で制作し
ています。
〇主に19時台か
ら23時台枠の番
組等について適
宜、危機管理セ
クションのプレ
ビュー部門に放
送前に映像デー
タを共有し、放送
法や民放連放送
基準等に準じた
チェックや公序良
俗に反していな
いか等のコンプ
ライアンス面の
チェックを行って
います。

特になし 人権に関する複
数の研修実施
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4-7 番組放映の結果、SNS等におい
て出演者に対する誹謗中傷等が
発生することを防止するために、
どのような対策を講じています
か。

「NHKの出演者
に対する人権尊
重のガイドライ
ン」に基づき、
NHKおよび関連
団体のすべての
役職員は、出演
者の人権、人格
を尊重し、安心・
安全な制作現場
の確保に努めて
います。 

ソーシャルメディ
アポリシーに則っ
た対応を促して
いる。また、SNS
等による誹謗中
傷の発生防止
や、万一発生し
た場合の手引き
を作成し、出演
者保護に努めて
いる。

民放連の放送基
準の改定をふま
え、出演契約書
に「出演者の保
護」に関する条
項を追加しており
ます。 

MBSグループ人
権方針、毎日放
送コンプライアン
ス憲章、毎日放
送放送基準に基
づき、対策を講じ
ています。また、
番組制作ハンド
ブック等を整備
し、講じるべき具
体的な対策を実
施しています。

〇脚本段階から
のコンプライアン
スチェックの徹底
と、完パケ後の
各所チェック等、
社内のチェック体
制を整備してい
ます。
〇出演者に対す
る誹謗中傷が生
じないよう、危機
管理セクションと
事前相談を行っ
ています。万が
一、出演者に対
する誹謗中傷が
生じてしまった
ら、コンプライア
ンス推進室と逐
一情報の共有を
行い、顧問弁護
士と相談しなが
ら対応を進める
ことにしていま
す。
〇主に19時台
～23時台枠の番
組等について適
宜、危機管理セ
クションのプレ
ビュー部門に放
送前に映像デー
タを共有し、放送
法や民放連放送
基準等に準じた
チェックや公序良
俗に反していな
いか等のコンプ
ライアンス面の
チェックを行って
います。
プレビューの段
階で、SNS等で
の誹謗中傷に繋
がる可能性があ
ると見られる内
容があった場合
には、プレビュー
部門から制作部
門に見直しを提
案しています。

相談窓口の設
置、番組出演者
への十分な説明
など

朝日放送テレビ
番組基準として
「放送内容によっ
ては、SNS等に
おいて出演者に
対する想定外の
誹謗中傷等を誘
引することがあり
得ることに留意
する」ことを明記
している。
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4-8 番組放映の結果、個人情報流
出、プライバシーの侵害、名誉棄
損等が起きないようにするため
に、どのような対策を講じていま
すか。

・「NHK放送ガイ
ドライン」に、取
材・制作の基本
姿勢を定め、プラ
イバシーの侵害
や名誉毀損など
が起きないような
表現や対応方針
について周知し
ています。

個人情報保護に
ついては年に一
度の研修を実
施。またプライバ
シー侵害や名誉
毀損については
民放連・放送基
準や当社放送ガ
イドラインに基づ
き、そのようなこ
とが起きぬよう対
応している。

TBSテレビとし
て、個人情報の
適法かつ適正な
取扱いの確保に
ついて組織とし
て取り組むため
に、TBSホール
ディングスが制
定する「TBSホー
ルディングス
・TBSグループ個
人情報保護の基
本方針」及び
「TBSグループ個
人情報取扱規
程」に基づき、プ
ライバシーポリ
シーを定めてい
ます。 これに加
え、報道・著述目
的での個人情報
の取扱いについ
ては、別途、その
取り決めを定め
ています。 また、
TBSグループで
は、CPO（最高
個人情報責任
者）を頂点とする
管理体制で、個
人情報を含む
パーソナルデー
タの保護に務め
ています。 上記
のプライバシー
ポリシーや取り
決め、管理体制
などは、TBSプラ
イバシーセンター
（https://www.
tbs.co.
jp/privacy/）で公
開しているとおり
です。

MBSグループ人
権方針、毎日放
送コンプライアン
ス憲章、毎日放
送放送基準に基
づき、対策を講じ
ています。また、
番組制作ハンド
ブック等を整備
し、講じるべき具
体的な対策を実
施しています。

〇脚本段階から
のコンプライアン
スチェックの徹底
と、完成版作成
後の各所チェック
等、社内のチェッ
ク体制を整備し
ています。
〇番組で収集し
た個人情報に関
しては原則、秘
匿性の高い社内
システム上での
管理を行い、個
人情報の流出や
それに伴う被害
が生じないように
対策を行ってい
ます。
〇主に19時台
～23時台枠の番
組等について適
宜、危機管理セ
クションのプレ
ビュー部門に放
送前に映像デー
タを共有し、放送
法や民放連放送
基準等に準じた
チェックや公序良
俗に反していな
いか等のコンプ
ライアンス面の
チェックを行って
います。

番組チェックによ
る未然防止、番
組出演者への十
分な説明など

放送番組検討会
議の定期的な開
催。プライバシー
保護チームの設
置。相談窓口の
設置。

4-9 芸能事務所による独立した芸能
従事者による独立妨害と制裁措
置に対して、どのようなポリシー
を確立し、実施していますか。

・協会内で周知し
ている指針はあ
りませんが、該
当する事案が疑
われた場合に
は、現場で事実
関係を確認し、リ
スク担当部門と
も共有、検討した
うえで、適切に対
処しています。

人権方針に則っ
て対応する。

出演者の起用に
関しては、従来よ
り自主的な判断
により行っており
ます。

MBSグループ人
権方針、毎日放
送コンプライアン
ス憲章、毎日放
送放送基準に基
づき、対策を講じ
ています。また、
番組制作ハンド
ブック等を整備
し、講じるべき具
体的な対策を実
施しています。

〇芸能事務所に
よる芸能従事者
への独立妨害
は、独占禁止法
に違反するとの
認識です。
〇ポリシーの確
立には至ってい
ません。

特になし

4. 10 文化芸術分野で働く出演者は、
個人事業者の割合が94.6%です
(文化庁調 べ)。個人事業主を出
演者として起用する場合は、
2024年11月に施行されたフリー
ランス・事業者間取引適正化法
を遵守する必要がありますが、
法の遵守のためにどのような取
り組みをしていますか。

・NHKがフリーラ
ンスの方に委託
している、さまざ
まな業務内容に
合わせた対応マ
ニュアルを作成
し、地域放送局
や本部の各部局
をはじめ、関連
団体も含めた
ＮＨＫグループ全
体への説明会を
行い、組織全体
の意識向上を図
り、フリーランス
法の順守に取り
組んできていま
す。

フリーランス法へ
の対応研修を社
内で実施し、特
に制作部門に対
しては複数回説
明会を行った。

法律の施行にあ
わせて、社内研
修を実施するとと
もに、フリーラン
ス法に適合する
よう出演契約書
を変更したほか、
ハラスメントや育
児介護の相談窓
口についても周
知しております。 

法令に基づき、
取引適正化と就
業環境の整備を
実施しています。

制作関連部署に
対し、公正取引
委員会、日本民
間放送連盟等に
よる説明会の案
内や資料等の情
報共有をおこなう
と共に社内説明
会を開催し、法
令の周知徹底を
図っています。ま
た、新たにフリー
ランス用の発注
書雛形を作成す
る等、各制作部
署が個人事業主
を出演者として
起用する際にフ
リーランス事業
者間取引適正化
法の規律を遵守
するよう指導を
行っています。

担当者向け研
修、フリーランス
対象者情報の社
内共有、3条通知
書面の書式化

フリーランス・事
業者間取引適正
化法に関する社
内研修の実施。
発注書（メール等
含む）による発
注。

5. コンテンツに対する責任
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5-1 番組など、貴社のコンテンツが差
別発言など人権侵害を含まない
内容とするために、どのような対
策を講じていますか。

・「NHK放送ガイ
ドライン」で、人
権を尊重し、不
当に名誉を傷つ
けたり、プライバ
シーを侵害したり
しないように、取
材や制作のあら
ゆる過程で細心
の注意を払うよう
周知しています。 

当社番組基準及
び民放連・放送
基準を遵守する
こと、また当社放
送ガイドラインに
基づいた制作を
することで人権
侵害が発生しな
いよう対応してい
る。人権問題を
テーマにした研
修等も適宜実施
している。

ドラマについては
編成考査局(審
査部・番組考査
部)にて事前に台
本をチェックし、
問題のある表現
については指摘
して制作現場に
修正を促します。
バラエティについ
てはTBS制作(内
作)と編成発注
(外部プロダク
ション制作)で対
応が異なります。
内作はコンテン
ツ制作考査主幹
が考査を担当、
編成考査局審査
部も判断に迷う
際の相談窓口と
して機能します。
外作は編成考査
局番組考査部が
放送前に内容を
チェックし、問題
点を指摘して修
正を促します。さ
らに番組考査部
は報道・情報の
生放送番組をリ
アルタイムでモニ
ターしており、問
題発言があれば
すぐに現場に指
摘する体制がと
られています。編
成考査局のほか
に各制作部局(コ
ンテンツ制作・情
報制作・スポーツ
・報道)に「考査
主幹」をおき、各
部局内では考査
主幹が中心と
なって放送予定
内容の精査や情
報の共有が行わ
れています。

MBSグループ人
権方針、毎日放
送コンプライアン
ス憲章、毎日放
送放送基準に基
づき、対策を講じ
ています。また、
番組制作ハンド
ブック等を整備
し、講じるべき具
体的な対策を実
施しています。 

〇番組プロ
デューサーが台
本段階で、危機
管理セクションに
適宜相談してい
ます。19時台
～23時台枠の番
組では編集段階
で、危機管理セ
クションによる
チェックを受けて
います。前記時
間帯以外の番組
も編集段階で、
危機管理セク
ションに適宜相
談しています。
〇随時、人権尊
重等をテーマに
して講習会を実
施しています。

放送ハンドブック
の作成、番組制
作スタッフへの定
期的かつ継続的
な研修

番組考査担当の
設置。放送番組
検討会議の定期
的な開催 

5-2 番組出演者による差別的発言、
ハラスメント、ステレオタイプを助
長する発言を防止するため、あ
るいは是正するために、どのよう
な対策を講じていますか。

・「NHK放送ガイ
ドライン」では、
外部の出演者で
あっても、NHKの
放送番組である
限り、番組の中
での言動につい
てはNHKが責任
を負うとしてお
り、出演者に差
別的な発言や他
人の名誉を損な
うような発言など
があった場合、
おわびや訂正な
どの措置を取る
としています。

当社番組基準、
民放連・放送基
準及び当社放送
ガイドラインに基
づき、差別やハ
ラスメント等の内
容を助長するこ
とがないよう制作
している。

編成考査局では
5.1.のプロセスを
通じて各制作現
場に注意を要す
る表現や発言の
問題点を指摘す
るなど、現場のプ
ロデューサーや
ディレクターの意
識向上を促し、
番組出演者に対
して適宜、指導
するよう求めてい
ます。 

MBSグループ人
権方針、毎日放
送コンプライアン
ス憲章、毎日放
送放送基準に基
づき、対策を講じ
ています。また、
番組制作ハンド
ブック等を整備
し、講じるべき具
体的な対策を実
施しています。 

〇番組プロ
デューサーが台
本段階で、危機
管理セクションに
適宜相談してい
ます。19時台
～23時台枠の番
組では編集段階
で、危機管理セ
クションによる
チェックを受けて
います。前記時
間帯以外の番組
も編集段階で、
危機管理セク
ションに適宜相
談しています。
〇随時、人権尊
重等をテーマに
して講習会を実
施しています。

・番組審査室へ
の番組内容につ
いて相談
・番組プロデュー
サー、危機管理
担当らによる収
録内容のチェック

コンテンツ制作
部門への放送倫
理研修の実施。
全社へのメルマ
ガ等での注意喚
起、情報共有。

5-3 番組などのコンテンツ制作の際、
人権を尊重した表現のために、
参照しているガイドラインや基準
等はありますか。

☐ある 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

☐ない



NHK 日本テレビ TBS 毎日放送 フジテレビ テレビ朝日 朝日放送テレビ

ある、と答えられた場合は、具体
名を記載してください。

・「NHK放送ガイ
ドライン」 

当社番組基準、
民放連・放送基
準、当社放送ガ
イドライン

「TBSグループ人
権方針」及び、審
査部作成の「放
送表現ガイド」
「放送事例集」
「審査メモ」等

MBSグループ人
権方針、毎日放
送コンプライアン
ス憲章、毎日放
送放送基準 

〇フジ・メディア・
ホールディングス　
グループ人権方
針
https://www.
fujimediahd.co.
jp/sustainability/
hrp.html  
〇フジテレビ　コ
ンプライアンス　
ガイドライン
https://www.
fujitv.co.
jp/company/co
mpliance/pdf/co
mpliance_guidel
ines.pdf 

〇番組制作ハン
ドブック
※編成・制作部
門と危機管理セ
クションで作成し
た、番組制作上
野危機管理事例
やルールをまと
めたブックレット
〇ことばん
※テレビ放送の
持つ公共性や、
基本的人権の尊
重、法と秩序の
順守、品位など
の観点から、放
送で使うには相
応しくない言葉
や、使い方をフジ
テレビ独自でまと
めた用語集。

民放連放送基
準、テレビ朝日
番組放送基準、
テレビ朝日放送
ハンドブック

日本民間放送連
盟放送基準 朝
日放送がグルー
プ内向けに作成
した用語ガイド
ブック

5-4 番組などのコンテンツに対して、
視聴者から人権侵害を指摘する
意見が貴社に寄せられた場合、
どのように対処していますか。担
当部署、情報が共有される部署・
役職などについても教えてくださ
い。

・現場で事実関
係の確認をした
うえで、リスク担
当の部門などと
共有し、検討した
うえで適切に対
処します。

担当部署：視聴
者センター  情報
が共有される部
署・役職等：対象
番組制作部署、
コンプライアンス
推進室（管理職
ほか担当者）

編成考査局カス
タマーサクセス
室にて、視聴者
センターにメール
・電話で寄せられ
た意見の中から
放送した内容に
問題がありそうな
ものや注目すべ
きもの、確認が
必要なものなど
を選別して、すぐ
に当該番組の制
作担当Ｐや制作
部局幹部に連絡
して対応を求め
ます。さらにカス
タマーサクセス
室はそれらの視
聴者意見を社内
クラウドにおいて
共有しながら、編
成考査局と制作
・情報・スポーツ・
報道の各番組制
作部局やアナウ
ンスセンター、メ
ディアテクノロ
ジー局(技術)な
どの代表者が出
席する週に1回
の定例会議を主
催して情報を共
有します。 

視聴者からのご
意見、ご指摘は
当社視聴者セン
ターにて受け付
け、担当の部局
に共有するよう
にしています。

〇視聴者セン
ターに、番組など
コンテンツに対す
る人権侵害を指
摘する意見がよ
せられた場合、
番組責任者
（チーフプロ
デューサー、プロ
デューサーなど）
と、当該局の放
送コンプライアン
ス連絡委員、コン
プライアンス推進
室長らにすみや
かに情報共有し
ています。

〇コンテンツに対
する人権侵害の
意見が寄せられ
た場合はコンプ
ライアンス推進
室をはじめ社内
関係部署との情
報共有を即座に
行った上、事実
関係を調査して
早急にしかるべ
き対応（訂正・謝
罪等）を行ってい
ます。

視聴者からのご
意見の窓口担当
は広報局の視聴
者センターとなり
ます。ほか、各番
組でも直接対応
しますが、重大な
事案については
コンテンツ編成
局の危機管理担
当が中心となり
会社として対応
につき検討しま
す。

コンプライアンス
局長、広報部
長、法務コンプラ
イアンス部長、考
査部長、総合編
成局長、編成部
長他番組制作部
門で情報共有
し、対応が必要
なものについて
協議している。

5-5 上記の対応や基準の適用は、貴
社が制作する地上波以外のネッ
ト配信コンテンツや、貴社が出資
するネット配信番組やツールにも
適用されていますか。

☐されている 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

☐されていない
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されていない、と答えられた場合
は、その理由を教えてください。

人権尊重に関し
ては地上波ルー
ルに準じて対応
している。

〇地上波以外の
ネット配信コンテ
ンツや、弊社が
出資するネット配
信番組やツール
にも適用されて
います。フジテレ
ビというメディア
の一員として、地
上波に準じた対
応や基準の適用
をしています。

6. 子どもの権利

6-1 出演者である子どもに対する性
的な搾取、性加害、その他性的
に有害な影響を根絶するため
に、どのような対策を講じていま
すか。

・「NHKの出演者
に対する人権尊
重のガイドライ
ン」では、子ども
の人権を尊重す
るよう示してい
て、NHKおよび
関連団体のすべ
ての役職員は、
このガイドライン
を順守して、安心
・安全な制作現
場の確保に努め
ています。

人権方針に則っ
て対応している。

5.1.の番組制作
プロセスによっ
て、ドラマ・バラエ
ティを問わず企
画や撮影の内容
が編成考査局お
よびコンテンツ制
作考査主幹に
よって精査されま
すので、それに
よって子どもに対
する性的に有害
な影響を及ぼす
ような事態は避
けられると考えま
す。またかつて
問題点を指摘さ
れた過去の放送
内容について
「事例集」として
社内向けに公開
して制作者が参
考とできるように
しています。

MBSグループ人
権方針、毎日放
送コンプライアン
ス憲章、毎日放
送放送基準に基
づき、対策を講じ
ています。また、
番組制作ハンド
ブック等を整備
し、講じるべき具
体的な対策を実
施しています。

〇ドラマのシーン
などで、胸部、臀
部等、仮に家族
の入浴シーンで
も隠す配慮を
行っています。
〇部会等で適宜
事例共有するこ
とにより、子ども
に対する性的な
搾取などを根絶
するべく啓蒙して
います。例）旧
ジャニーズ事務
所の創業者・故
ジャニー喜多川
氏による性加害
問題。

一般児童が出演
する場合は以下
の事項を必ず確
認するとともに、
未成年の出演者
については、当
該出演者の年齢
を鑑みてふさわ
しくない演技等を
させたり、当該出
演者のいる場で
大人が不適切な
言動をすること
がないよう配慮し
ています。
また、当該出演
者の発言や出演
が自発的なもの
であっても学校
で嫌がらせを受
けたり、退学処
分をことがないよ
う慎重に配慮を
しています。
①安全性が確保
された出演であ
ること
②体調が良好で
あること
③保護者（親権
者）、学校の了解
を得ていること
④出演のテーマ
など内容を確認
し、了解が得ら
れていること
⑤保護者が同伴
できること
⑥拘束時間の明
示と往復の交通
手段が確保され
ていること

6-2 出演者である子どもの児童労
働、強制労働、経済的搾取を根
絶するために、どのような対策を
講じていますか。

・「NHKの出演者
に対する人権尊
重のガイドライ
ン」では、子ども
の人権を尊重
し、児童労働や
児童虐待を認め
ないと示してい
て、NHKおよび
関連団体のすべ
ての役職員は、
このガイドライン
を順守して、安心
・安全な制作現
場の確保に努め
ています。

人権方針に則っ
て対応している。
児童の番組出演
については労働
基準法等遵守の
ため当社ガイドラ
インで収録時間
等のルールを定
め、それを遵守
するよう周知して
いる。

「青少年の出演
時間」など児童
労働に関する番
組制作時のマ
ニュアルとしてま
とめ、社内向け
に公開していま
す。編成考査局
審査部も相談窓
口として機能して
います。

MBSグループ人
権方針、毎日放
送コンプライアン
ス憲章、毎日放
送放送基準に基
づき、対策を講じ
ています。また、
番組制作ハンド
ブック等を整備
し、講じるべき具
体的な対策を実
施しています。

〇子どもの撮影
時間（早朝、深
夜）に関しては、
労働基準法を厳
守しています。未
成年の一般の方
が出演する際
は、保護者にも
「出演同意書」を
確認、合意しても
らった上で署名し
て頂いている。

同上
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6-3 番組内容・放送によって、視聴し
た子どもの健全育成に有害な影
響を与えないようにするために、
どのような対策を講じています
か。（いじめ、暴力、性暴力、ハラ
スメント、差別的な言動、自己評
価の低下など）

・「NHK放送ガイ
ドライン」では、
番組のジャンル
を問わず、構成
や演出など、全
般にわたって幅
広く目配りすると
ともに、題材や出
演者の選び方に
偏りがないように
注意するよう示し
ています。また、
人権、人格、名
誉を傷つけ、差
別感や侮蔑感を
与えるおそれの
あることばや表
現を用いてはな
らないとも定めて
おり、その方針に
基づいて、番組
制作の現場で適
切な対策を講じ
ています。 

当社番組基準、
民放連・放送基
準、当社放送ガ
イドラインに基づ
き、適切な番組
内容とし、放送し
ている。

青少年への配慮
について、番組
制作時のマニュ
アルをまとめ、社
内向けに公開し
ています。編成
考査局審査部も
相談窓口として
機能しています。 

MBSグループ人
権方針、毎日放
送コンプライアン
ス憲章、毎日放
送放送基準に基
づき、対策を講じ
ています。また、
番組制作ハンド
ブック等を整備
し、講じるべき具
体的な対策を実
施しています。

〇BPO（放送倫
理・番組向上機
構）青少年委員
会の発表事項を
適宜共有してい
ます。
〇番組プロ
デューサーが台
本段階で、危機
管理セクションに
適宜相談してい
ます。また、19時
台～23時台枠の
番組では編集段
階で、危機管理
セクションによる
チェックを受けて
います。それ以
外の番組も編集
段階で、危機管
理セクションに適
宜相談していま
す。

原則として以下
の事項を遵守す
るとともに、個別
番組においてプ
ロデューサーや
危機管理担当者
らによる重層的
な事前チェックを
行っています。
❶児童・青少年
の健全な育成に
寄与する娯楽や
情報を提供す
る。
❷児童向け番組
では、幼児や児
童が模倣しやす
く危険性やいじ
めの助長を含む
表現、児童の品
性を損なう下劣、
卑猥な表現は避
ける。
❸暴力や残忍な
場面について
は、児童の気持
ちを過度に刺激
したり傷つけない
よう配慮する。
❹暴力など社会
的に問題のある
行為や、タトゥー
など社会的に賛
否のある事柄に
ついては、青少
年が安易に模倣
しないよう表現に
注意する。
❺暴力や性的内
容を表現する際
には、放送時間
帯に応じて、児
童・青少年の視
聴に十分配慮す
る。特に、17時
～21時の番組に
ついては、児童
への配慮を十分
に行う

朝日放送テレビ
番組基準の周
知。 朝日放送が
グループ内向け
に作成した用語
ガイドブックの周
知

6-4 児童労働を生産過程からなくす
ために、どのような対策を講じて
いますか。対策の詳細が書かれ
ているページがあれば、URLをこ
ちらに貼ってください。

・「NHK放送ガイ
ドライン」（https:
//www.nhk.or.
jp/info/pr/bc-
guideline/）と
「NHKの出演者
に対する人権尊
重のガイドライ
ン」（https:
//www.nhk.or.
jp/info/pr/jinken/
）を順守します。 

違法な児童労働
はそもそも行って
いないが、上記
の通り児童を出
演等させる場合
には、人権方針
に則って対応し
ている。また、児
童の番組出演に
ついては労働基
準法等遵守のた
め当社ガイドライ
ンで収録時間等
のルールを定
め、それを遵守
するよう周知して
いる。

「青少年の出演
時間」など児童
労働に関する番
組制作時のマ
ニュアルとしてま
とめ、社内向け
に公開していま
す。編成考査局
審査部も相談窓
口として機能して
います。（6.2へ
の回答の再掲） 

〇労働基準法に
よる労働可能時
間を遵守してい
ます。
〇法務室通信
2015年11月増
刊号　　
※法務部が定期
的に発行してい
る文書の中に、
子どもの労働時
間についてまと
めたものです。イ
ントラなので外部
からはアクセスで
きません。

特にありません

7. 性暴力・性加害・セクシュアルハラスメント



NHK 日本テレビ TBS 毎日放送 フジテレビ テレビ朝日 朝日放送テレビ

7-1 番組制作に関連して、関係者に
対する意に反する性暴力、性加
害、性的行為、セクシュアルハラ
スメントを防止・根絶するために、
どのような対策を講じています
か。

・「NHKの出演者
に対する人権尊
重のガイドライ
ン」で、出演者に
対する性的搾取
や性的虐待を排
除し、悪質な嫌
がらせや差別的
または攻撃的な
行動を認めない
としており、出演
者の人権、人格
を尊重し、安心・
安全な制作現場
の確保に努めて
います。

社内向けイントラ
にて【ハラスメン
トガイドライン】を
公開しており、ハ
ラスメント防止・
根絶に向けた社
内教育、周知の
徹底を行ってい
る。またハラスメ
ント相談窓口を
社内およびグ
ループ会社に案
内するともに、フ
リーランスを含め
た番組制作会社
にもビラ配布を
行い、相談窓口
の周知および状
況把握と改善に
向けた対応を
行っている。

出演契約書に
TBSグループ人
権方針に沿った
条項を今年４月
から記載してい
ます。また、社外
関係者向けの人
権侵害事案につ
いての救済窓口
（JaCER）を設置
しました。社内に
おいては、ハラス
メント防止規程を
策定するととも
に、ハラスメント
相談窓口を設置
しています。

MBSグループ人
権方針、毎日放
送コンプライアン
ス憲章、毎日放
送放送基準に基
づき、対策を講じ
ています。また、
番組制作ハンド
ブック等を整備
し、講じるべき具
体的な対策を実
施しています。

〇会社として定
期的に実施して
いるセクシュアル
ハラスメント、パ
ワーハラスメント
等防止研修があ
ります。
〇会社で設けて
いる社外および
社内コンプライア
ンス相談窓口を
周知します。
〇e-ラーニング、
リスペクトトレー
ニングを実施し
ています。

〇バラエティ制
作局では、独自
で設けている幹
部直通のコンプ
ライアンス等相
談窓口と、女性
の管理プロ
デューサー窓口
にした女性が相
談しやすいコンプ
ライアンス等相
談窓口の周知を
定期的に行って
います。
また、ハラスメン
ト等研修の専門
業者に委託し、
バラエティ制作
局独自でセク
シュアルハラスメ
ント防止研修を
実施しています。

毎年全役職員向
けに階層別コン
プライアンス研修
を実施。また番
組制作のスタッフ
（社外を含む）に
対して定期的に
研修を実施。

コンプライアンス
研修の実施、相
談窓口の設置

7-2 番組制作の関係者によるセク
シュアルハラスメント、性加害を
防止・救済するために、どのよう
な対策を講じていますか。

NHKでは「ハラス
メント防止規程」
を定めるととも
に、「ハラスメント
を許さない」「働く
すべての人を守
る」「被害があれ
ば、毅然と対応
する」という３つ
の原則に則り対
応しています。 

 社内向けイント
ラにて【ハラスメ
ントガイドライン】
を公開しており、
ハラスメント防止
・根絶に向けた
社内教育、周知
の徹底を行って
いる。またハラス
メント相談窓口を
社内およびグ
ループ会社に案
内するともに、フ
リーランスを含め
た番組制作会社
にもビラ配布を
行い、相談窓口
の周知および状
況把握と改善に
向けた対応を
行っている。

ハラスメント防止
規程を策定する
とともに、ハラス
メント相談窓口を
設置し、TBSグ
ループで働くす
べての人が相談
できる体制を整
えています。ま
た、管理職・新入
社員など各層毎
の研修を実施し
ています。 さらに
全社的なものだ
けでなく、各現場
毎にもハラスメン
ト防止に関する
セミナーを適宜
実施しています。

MBSグループ人
権方針、毎日放
送コンプライアン
ス憲章、毎日放
送放送基準に基
づき、対策を講じ
ています。また、
番組制作ハンド
ブック等を整備
し、講じるべき具
体的な対策を実
施しています。

〇会社として定
期的に実施して
いるセクシュアル
ハラスメント、パ
ワーハラスメント
等防止研修があ
ります。
〇会社としての
勉強会の実施、
社外および社内
コンプライアンス
相談窓口を周知
します。
〇e-ラーニング、
リスペクトトレー
ニングを実施し
ています。

〇バラエティ制
作局では、上記
7.1の通り、セク
ハラ、パワハラ等
に対する意識向
上を各種研修等
で行いながら、ど
の立場でも相談
がしやすいよう
複数の窓口を設
置し定期的な周
知を行うことで、
些細な情報も幹
部がキャッチしや
すい環境と、万
が一セクシュア
ルハラスメントが
あれば即時対応
できる状況を整
えています。

相談窓口の設置
など

相談窓口の設置
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7-3 セクシュアルハラスメント防止に
関する規則及び相談窓口の掲載
ページURLを貼ってください。

NHKでは「ハラス
メント防止規程」
を定めるととも
に、「ハラスメント
を許さない」「働く
すべての人を守
る」「被害があれ
ば、毅然と対応
する」という３つ
の原則に則り対
応していますが、
規程および相談
窓口は外部には
公開していませ
ん。

 ハラスメントガイ
ドラインは社内イ
ントラネットに掲
載

https://www.
tbsholdings.co.
jp/about/govern
ance/statement.
html 

https://www.
tbsholdings.co.
jp/sustainability/
system.html  

https://www.
tbsholdings.co.
jp/sustainability/
pdf/humanrights
.pdf  

(フジテレビ　コン
プライアンス ガイ
ドライン)
https://www.
fujitv.co.
jp/sustainability/
worklife/pdf/com
pliance_guidelin
es_jp.pdf 

(相談窓口)
https://www.
fujitv.co.
jp/sustainability/
worklife/complia
nce.html 

セクシャルハラス
メントに関わらず
あらゆるハラスメ
ントに関して「人
権方針」におい
て認めないとした
うえで、人権相談
窓口を設定して
いる。
https://www.tv-
asahihd.co.
jp/corp/humanri
ghts_helpline.
html　

「朝日放送グ
ループコンプライ
アンス行動規範」
https://corp.
asahi.co.
jp/ja/company/r
ule/compliance.
html　

相談窓口
https://cypher.
asahi.co.
jp/humanrights　

7-4 上記規則および相談窓口は、社
内のみならず、番組制作に携わ
る出演者、フリーアナウンサーを
含むすべての関係者、就活生や
インターン、インターン志望者に
も開かれていますか。

☐開かれている 〇 〇 〇 〇

☐開かれていない 〇 〇

制作会社を含む取引先関係者に
も開かれていますか。

☐開かれている 〇 〇 〇 〇 〇

☐開かれていない

7-5 記者と取材対象者の間のハラス
メント、性加害を防止・救済する
ために、どのような対策を講じて
いますか。

取材先など外部
からのハラスメン
トに対し、協会と
して毅然と対応
すること、被害対
応にあたる体制
整備などの方針
を定め、関係す
る職場・職員に
周知しています。
具体的には、本
部・拠点局・すべ
ての地域放送局
に窓口となる担
当者を配置し、
被害があった場
合には組織とし
て対応にあたる
体制を整えてい
ます。

上記人権方針を
はじめ、番組向
上への取り組み
｜企業・IR情報
｜日本テレビに
掲げる各種基
準、対策を講じて
おり、さらに放送
前であっても制
作と連携して考
査などコンプライ
アンス部門で対
応している。 社
内向けイントラに
て【ハラスメント
ガイドライン】を
公開しており、ハ
ラスメント防止・
根絶に向けた社
内教育、周知の
徹底を行ってい
る。またハラスメ
ント相談窓口を
社内およびグ
ループ会社に案
内するともに、フ
リーランスを含め
た番組制作会社
にもビラ配布を
行い、相談窓口
の周知および状
況把握と改善に
向けた対応を
行っている。
https://www.ntv.
co.
jp/info/shinsa/ 

配属前の記者
に、取材対象者
との向き合い方
などについて研
修を実施してい
ます。また日頃
から問題があれ
ば上長に伝える
よう呼びかけると
ともに、１on１な
ど上長と相談し
やすい環境づくり
を進めています。 

MBSグループ人
権方針、毎日放
送コンプライアン
ス憲章、毎日放
送放送基準に基
づき、対策を講じ
ています。また、
番組制作ハンド
ブック等を整備
し、講じるべき具
体的な対策を実
施しています。

フジテレビ報道
局では独自のガ
イドラインを設け
ています。
特にハラスメント
の起きる恐れも
ある会食・会合
については、事
前に上長やコン
プライアンス担当
への報告・承認
を義務づけるな
ど、立場の弱い
人を守ることを主
眼としたルール
を設けています。

人権相談窓口の
設置など

社内研修の実
施。取材・制作に
関する社内会議
の設置。相談窓
口の設置
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7-6 出演者ないし出演者の所属事務
所における性暴力、性加害、セク
シュアルハラスメントに関して、関
連企業としてこれを防止・是正す
るために、どのような対策を講じ
ていますか。

制作現場におい
ては、「NHKの出
演者に対する人
権尊重のガイド
ライン」に基づ
き、ＮＨＫおよび
関連団体のすべ
ての役職員は、
出演者の人権、
人格を尊重し、
安心・安全な制
作現場の確保に
努めており、主な
出演者の所属事
務所には、年度
ごとに「ＮＨＫの
出演者に対する
人権尊重のガイ
ドライン」への賛
同をお願いして
います。

上記人権方針を
はじめ、番組向
上への取り組み
｜企業・IR情報
｜日本テレビに
掲げる各種基
準、対策を講じて
おり、さらに放送
前であっても制
作と連携して考
査などコンプライ
アンス部門で対
応している。
https://www.ntv.
co.
jp/info/shinsa/

人権方針の遵守
を呼び掛けるとと
もに、人権DDの
後に策定した
「TBSグループ　
コンテンツ制作
現場における人
権尊重の指針」
を公開、各社とも
共有するととも
に、遵守を呼び
かけています。

MBSグループ人
権方針、毎日放
送コンプライアン
ス憲章、毎日放
送放送基準に基
づき、対策を講じ
ています。また、
番組制作ハンド
ブック等を整備
し、講じるべき具
体的な対策を実
施しています。

〇契約書に即し
た必要な協議を
実施します。
〇社外および社
内コンプライアン
ス相談窓口の存
在を周知してい
ます。
〇外部専門講師
を招いて、バラエ
ティ制作部独自
のハラスメント研
修会を開催して
います。

特になし 相談窓口の設置

7-7 上記に関する事態が発生した際
の番組起用に関する方針を示し
てください。

・事実関係を確
認し、リスク担当
の部門とも共有・
検討したうえで、
適切に対処しま
す。 

事案に応じて対
応しており、上記
人権方針をはじ
め、番組向上へ
の取り組み｜企
業・IR情報｜日
本テレビに掲げ
る各種基準、対
策を講じており、
さらに放送前で
あっても制作と連
携して考査など
コンプライアンス
部門で対応して
いる。
https://www.ntv.
co.
jp/info/shinsa/　

個別事案につい
ては、当社グ
ループの人権方
針等に照らして、
都度対応を検討
いたします。 

〇総合的に判断
しますが、出演
者等による性暴
力、性加害、セク
シュアルハラスメ
ント等が判明した
場合は、当該出
演者は番組に起
用しません。

当該事務所とも
協議の上、出演
停止などの厳し
い措置

7-8 セクシュアルハラスメントや性的
加害の被害者から相談を受けた
際、あるいは事案が発覚した際
に、雇用機会均等法11条が求め
る措置義務である、迅速かつ適
切な対応（事実関係の把握、被
害者に対する措置、行為者に対
する措置、再発防止策）が適切
に実施されていますか。

☐されている 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

☐されていない

適切に実施されている場合は、
社内のどの部署が、どのように
確認・モニタリングしていますか。

リスクマネジメン
ト室にハラスメン
ト担当者を設け
るとともに、各部
局にハラスメント
担当者を設け、
事実関係の把
握、被害者に対
する措置、行為
者に対する措置
を適切に実施し
ています。 

人事やコンプライ
アンス部門が、
個別の聞き取り
や調査を行って
いる。

主に法務・コンプ
ライアンス統括
局

コンプライアンス
相談窓口が相談
を受理、相談対
応従事者が相談
者とヒアリングを
行い、相談内容
に沿って対応を
検討していきま
す。①相談対応
従事者がアドバ
イスを促す場合　
②相談者の職場
責任者と連絡を
取り、職場にて
調査と指導を依
頼する場合　③
コンプライアンス
推進室で調査
し、違反内容を
確認する場合、
など相談者と良く
話し、対応を実
施していきます。

コンプライアンス
統括室および人
事局、外部弁護
士事務所にそれ
ぞれホットライン
を設置。相談が
あれば調査、是
正などの対応を
実施している。ま
た、コンプライア
ンス統括室が定
期的にハラスメ
ントに関するアン
ケート調査を実
施している。

人事部、法務コ
ンプライアンス部
によるヒアリング
調査の実施等
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7-9 番組制作に関係した懇親会につ
いては、どのようなポリシーを確
立していますか。

・参加について
は、個人の意思
を尊重していま
す。 

各番組等の単位
で適切な指導を
している。

番組制作に関す
る懇親会も含
め、業務上の飲
食接待について
は内規を設け、
必要性がある場
合のみ認めてい
ます。なお番組
制作に関連した
関係者内で、業
務時間外や休日
に、個人的に実
施される懇親会
については、
個々の判断とな
ります。

〇会社の方針と
して「会食・会合
についての考え
方」が示されまし
た。最大限人権
に配慮する方針
で運用していま
す。
〇さらにバラエ
ティ制作局として
は番組制作に関
係した懇親会を
含めて「原則、会
食は控える」と定
めています。
その上で①会食
を行わない・参加
しないことで番組
や部署に多大な
デメリットがある
場合、②会食を
開催する・参加
することで番組
や部署に多大な
メリットがある場
合は、全参加者
の同意を確認し
たうえで局幹部
に会食申請書を
提出し、許可が
おりた場合に限
り、懇親会等の
開催や参加がで
きるルールとして
います。

ポリシーは特に
ありません。

7. 10 メディア・エンターテイメント業界
において、性的な加害行為、性
的接待が横行しているとの、民
間団体の調査がありますが（日
本芸能従事者協会2022、チキラ
ボ2024年参照）、これを受けて、
自社社員向けにアンケート調査
をするなど、社内外での性的加
害、性的な接待、ハラスメント等
の実態を把握する調査を実施し
ていますか。

☐している
〇 〇 〇 〇 〇

☐していない
〇 〇

公表済みの調査結果がある場合
は、公開先のページURLを貼っ
てください。

公表済みのもの
はなし

https://corp.
asahi.co.
jp/ja/info/info53
7121686369475
4738/main/0/lin
k/20250311.pdf

7-11 女性社員や番組制作に関わる女
性を接待に同行する慣行があり
ますか。

☐過去にあった 〇

☐現在もある

☐わからない

☐ない 〇 〇 〇 〇 〇

ある、又は、あった、と答えられ
た場合、今後も継続しますか。
ハラスメントや性加害が発生しな
いように、どのような対策を講じ
ますか。

質問の接待がど
のような状況を
想定されるのか
不明ですが、取
引先との会食な
どには、男性、女
性の区別なく必
要な立場の者が
参加いたします。

会社としての「会
食・会合につい
ての考え方」が
示されました。人
権の尊重を最優
先し、業務に関
連する会食であ
ること、事前に会
への参加の意向
を確認します。ま
た、通報・相談窓
口の周知も徹底
します。

https://corp.asahi.co.jp/ja/info/info5371216863694754738/main/0/link/20250311.pdf
https://corp.asahi.co.jp/ja/info/info5371216863694754738/main/0/link/20250311.pdf
https://corp.asahi.co.jp/ja/info/info5371216863694754738/main/0/link/20250311.pdf
https://corp.asahi.co.jp/ja/info/info5371216863694754738/main/0/link/20250311.pdf
https://corp.asahi.co.jp/ja/info/info5371216863694754738/main/0/link/20250311.pdf
https://corp.asahi.co.jp/ja/info/info5371216863694754738/main/0/link/20250311.pdf
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7-12  性加害やハラスメントを告発した
番組関係者への誹謗中傷、報
復、不利益を生じさせないため
に、どのような対策を講じていま
すか。

防止に向けた対
策として、毎年、
全職員がハラス
メント防止を含む
「ＮＨＫ倫理・行
動憲章」「行動指
針」のｅラーニン
グを受講し、署名
を行っています。
さらに、社会一般
的な具体事例を
もとに各職場の
実情に応じた勉
強会等を開催し
ているほか、階
層別研修やハラ
スメント相談窓口
担当者研修を実
施しています。局
内のホームペー
ジには、ハラスメ
ント防止の研修
動画を掲載して
常時活用できる
ようにする等、ハ
ラスメントのない
職場環境づくり
に努めていま
す。

社内向けイントラ
にて【ハラスメン
トガイドライン】を
公開しており、ハ
ラスメント防止・
根絶に向けた社
内教育、周知の
徹底を行ってい
る。またハラスメ
ント相談窓口を
社内およびグ
ループ会社に案
内するともに、フ
リーランスを含め
た番組制作会社
にもビラ配布を
行い、相談窓口
の周知および状
況把握と改善に
向けた対応を
行っている。

性加害やハラス
メントの告発を含
め、通報があっ
た事案について
は コンプライアン
ス部門で厳重に
情報を管理し、
対応しています。

ハラスメント防止
規定及び社内通
報取扱規程に基
づき対策を講じ
ています。

〇コンプライアン
ス相談窓口の説
明概要にも記載
がある通り「相談
者の秘密は守ら
れ、相談したこと
による不利益を
被ることのない
体制」で応対でき
るよう整えていま
す。
対応は相談者の
同意を踏まえて
進め、通報や相
談による不利益
が生じないよう
に、マニュアル形
式ではない繊細
な向き合いを行
うよう努めていま
す。

告発者に対する
不利益取り扱
い、報復的言動
はもちろん、告発
者を詮索するこ
とも禁じられてい
ることなどについ
ての解説動画を
イントラに常設。
ほか、定期的な
コンプライアンス
研修において必
ずこうした旨を説
明している。

人事部、法務コ
ンプライアンス
部、編成部など
で協議し事態に
応じた対応を実
施

8. 労働安全衛生等

8-1 社内及び番組制作関係者の長
時間労働を根絶するために、ど
のような対策を講じていますか。

➀NHKグループ
「働き方改革宣
言」に沿って、対
策を実施してい
ます。 （多様な働
き方の実現に向
けて https:
//www.nhk.or.
jp/info/pr/diversi
ty） 
➁2023年6月に
は、健康情報に
基づく産業医面
接指導を必須化
するなど、健康
確保施策を強化
しました。
➂毎月15日を
「働き方点検の
日」、25日を「健
康点検の日」と
全局的に位置づ
け、職員やその
上司が、業務や
勤務の状況を確
認し、必要に応じ
て業務計画を見
直す機会として
います。 
➃デジタル技術
やAIによる負担
軽減、リモート
ワークを活用し
た働き方の改善
にも取り組んで
います。

一定時間以上の
勤務時間の労働
者に対し特別休
暇付与およびそ
の上長へ連絡の
うえ業務量の調
整を実施。年次
有給休暇の取得
促進施策の実
施。

月半ばで上長に
よる勤務表の承
認を促進し、長
時間労働になり
そうな場合、月後
半の業務量調整
を指導していま
す。スタジオの
24時強制電源遮
断を実施してい
ます。

MBSグループ人
権方針、毎日放
送コンプライアン
ス憲章、毎日放
送放送基準に基
づき、対策を講じ
ています。また、
番組制作ハンド
ブック等を整備
し、講じるべき具
体的な対策を実
施しています。

〇社内では、毎
月、安全衛生委
員会にて人事よ
り長時間労働に
ついての注意喚
起、是正をお願
いしています。
（イントラでの注
意喚起も行って
います。）

〇社員には、勤
務表管理システ
ムで管理を行
い、バラエティの
番組スタッフには
Team Spiritとい
う勤務管理ツー
ルを使い、毎月
その翌月の勤務
予定時間を法定
労働時間＋３６
協定の範囲内に
て想定で事前に
入力してもらって
います。その上
で毎日、実際に
勤務した時間を
打刻することで
番組スタッフ本人
も管理者である
プロデューサー
も、その月あと何
時間の勤務を減
らすよう調整す
べきなのか随時
把握できるシス
テムを組んで対
応しています。
ドラマでは労務
対策費を設け、
人員の確保や2
班体制の拡充等
を行っています。

〇社員の長時間
労働者には、健
康管理と健康障
害の予防を目的
として産業医面
談を行っていま
す。

・コミュニケーショ
ンや育成強化の
ための管理職研
修の実施（年1
回）
・年休や夏期休
暇などの取得義
務化や勤務時間
管理の徹底
・職場環境改善
のための各部署
ヒアリング（安全
衛生委員会）
・休日取得奨励
日の定着化や業
務の効率化の促
進

テレワークを推
進するなどして、
働き方の多様化
を目指す。 管理
職と部員のコミュ
ニケーションを充
実させ、働き方
や個人の目標・
ビジョンについて
共有する機会を
設ける。 台帳管
理による代休取
得対策を推進す
るとともに、年休
取得を促進す
る。 正確な勤務
報告と在社時間
把握により、過重
労働を未然に防
止する。 長時間
労働者の医師面
談等の措置を徹
底する。
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8-2 社内及び番組制作現場でのパ
ワーハラスメントその他のハラス
メントを根絶するために、どのよ
うな対策を講じていますか。

➀ハラスメントの
最新事例や、起
こさないための
ポイント、相談
ルートについて、
各階層の職員向
けに研修や勉強
会を実施してい
ます。 
➁新たにハラス
メント相談窓口と
なる職員に、専
門研修を実施し
ています。 
➂ハラスメント窓
口（職場窓口・外
部窓口）につい
て、常時イントラ
で掲載するほ
か、折に触れて
全職員・スタッフ
に対して案内を
行っています。

上記人権方針を
はじめ、番組向
上への取り組み
｜企業・IR情報
｜日本テレビに
掲げる各種基
準、対策を講じて
いる。
https://www.ntv.
co.
jp/info/shinsa/　

管理職や番組制
作者、リーダー
的立場の人への
研修。ポスター
の社内掲示など
を実施していま
す。 

ハラスメント防止
規定及び社内通
報取扱規程に基
づき対策を講じ
ています。

〇社外および社
内コンプライアン
ス相談窓口を周
知しています。
〇階層別研修、
e-ラーニングやリ
スペクトトレーニ
ングを実施して
います。
〇バラエティ制
作局では、7.1お
よび7.2に記載し
た対策のもと、パ
ワーハラスメント
やその他のハラ
スメントに関して
も根絶を推進し
ています。

・階層別コンプラ
イアンス研修を
実施 (年1回）
・メルマガの発信 
(月1回）
・イントラでコンプ
ラアインス関連
の解説記事を発
信 (月1回）
・コンプライアン
スハンドブックを
発行 (年1回）
・ホットラインカー
ドの配布 (全役
職員、構内で働く
すべてのスタッ
フ、グループ会
社従業員ら広く
配布）

社内研修の実
施。相談窓口の
周知。

8-3 撮影現場における労働安全衛生
を保護するために、どのような対
策を講じていますか。対策の詳
細が記載されたページがあれ
ば、URLをこちらに貼ってくださ
い。(ない場合は概要を記述くだ
さい。)

・「取材・制作に
おける安全管理
者および安全責
任者設置要領」
を定め、危険が
伴う取材・制作を
含め、安全確保
の徹底につとめ
ています。 ・取材
や番組制作に伴
う危険を項目ごと
にまとめた手引
きを作成して局
内イントラで周知
し、現場の安全
確保に生かして
います。

上記人権方針を
はじめ、番組向
上への取り組み
｜企業・IR情報
｜日本テレビに
掲げる各種基
準、対策を講じて
いる。
https://www.ntv.
co.
jp/info/shinsa/

安全対策委員会
および各部会な
どで事故事例共
有による安全に
関する教育・啓
蒙活動、スタッフ
も含めた注意喚
起と安全対策の
情報交換を実施
しています。また
グループ会社と
も共同で、安全
ハンドブックをも
とにした安全セミ
ナーを定期的に
開催しておりま
す。 

〇安全衛生に関
して、収録時「フ
ジテレビバラエ
ティ安全徹底宣
言」という名称の
チェックリストを
作成しています。
収録前に演出責
任者とプロ
デューサーによ
るダブルチェック
体制で当該リスト
の安全対策事項
を確認して、収録
スタジオにチェッ
クリストを掲示し
てスタッフや出演
者に周知してい
ます。
〇ドラマ制作局
では、労務対策
費補充による人
員の確保をして
います。また番
組放送終了後の
まとまった休日
取得を推奨して
います。
〇長時間労働と
なった場合、産
業医面談を実施
します。

〇精神的な健康
保護に関して、
SNS上で出演者
への誹謗中傷防
止の為に、放送
前に危機管理セ
クション（SNS対
策部など）と適宜
連携している。過
度な誹謗中傷が
起きた際は、法
務部などとも連
携を取り迅速に
対応するように
努めています。

〇事故などが起
こった際の対応
チャートに乗っ取
り、迅速な現場
対応と社内共有
をし、組織（会
社）として事故対
応・支援できる体
制を取っていま
す。

・現場危機管理
者の設置
・スケジュール管
理、連絡フロー
の徹底
・ロケ・収録に際
して危険性を伴う
ものはルールを
規定
・「テレビ朝日放
送ハンドブック」
への安全管理の
ルールの記載
・ドラマ制作では
必要に応じてイ
ンティマシーコー
ディネーターを配
置

安全衛生委員会
の設置及び定期
的な開催 

8-4 撮影過程での事故に対する補償
を、社外の番組制作関係者にも
行う仕組みを確立していますか。

☐している 〇 〇 〇 〇 〇
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☐していない 〇

8-5 出演者やスタッフが労災にあった
場合に対応できる安全衛生管理
者を設置していますか。

☐している 〇 〇 〇 〇 〇 〇

☐していない

設置している場合、その連絡先
の周知をしていますか。

☐している 〇 〇 〇 〇 〇 〇

☐していない

9. 公正取引委員会

公正取引委員会は、芸能従事者
に関して、以下のような人権問題
があると指摘していますが、取引
先である芸能事務所、プロダク
ションが以下のような行為を行っ
ていないか、確認したうえで取引
を行っていますか。

☐行っている 〇 〇

☐行っていない 〇 〇 〇 〇 〇

行っている、と答えられた場合
は、確認している項目にチェック
を入れてください。（複数回答可）

☐不当に長期な専属義務

☐独立・移籍に対する妨害

☐経済的搾取

☐性的搾取

☐児童労働

☐優越的地位の濫用

☐契約を書面により行わないこと

☐芸能従事者の自由を制約する
違約金その他の制裁規定

☐業務の強制

☐芸名、グループ名の使用制限

☐報酬の一方的決定

10. ジェンダー平等

10-1 現在貴社における執行役員及び
管理職に占める女性の比率は、
何パーセントですか。

管理職：13.5%
（2024年度 女性
基幹職比率） ※
執行役員は存在
しません 

執行役員に占め
る女性の比率 
9.1％ 管理職に
占める女性比率 
17.8％ 

執行役員：
37.5%（8名中3
名が女性） 管理
職：15.8%（TBS
ホールディングス
及びTBSテレビ
内。2024年3月
末時点） 

23.8%　3/27 の
役員異動もあり
ました。4/1 時点
のデータは上記
の通りです。

18％ (2023年
度）

女性管理職比率
（2024年3月末
時点） 13.7％ 

10-2 番組プロデューサーに占める女
性の比率は、何パーセントです
か。

職種別の比率は
公表していませ
ん。 

（プロデューサー
は社員の正式な
役職や資格では
ありません。 番
組内での役割
で、複数の番組
を担当している
場合にはプロ
デューサーとディ
レクターの役割
をそれぞれ担っ
ている場合もあり
ます。このため、
女性比率に関し
ては回答不可と
させてください。）

プロデューサーと
呼ばれる立場も
多々あり、ドラマ
やバラエティ、情
報、報道番組の
プロデューサー
や報道番組の編
集長など、番組
制作において
リーダーシップを
とる立場には女
性も多くいます。

ドラマ制作局は、
33%（上層部のP
陣も含む）上層
部含まなければ
38%
バラエティ制作
局は、社員プロ
デューサー32名
中、女性６名。
18.8％

約15％
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10-3 執行役員、管理職、プロデュー
サーに占める女性の比率を上げ
るための方針や計画が明記され
ているページのURLをこちらに
貼ってください。

https://www.
nhk.or.
jp/info/pr/diversi
ty/index_2.html　

https://www.
ntvhd.co.
jp/ir/library/repor
t/pdf/2024.pdf　

中期経営2026の
26ページを参照
ください。 https:
//www.
tbsholdings.co.
jp/about/pdf/pla
n_2026.pdf?
20230514  

https://www.
fujitv.co.
jp/sustainability/
worklife/pdf/jose
i_katsuyaku_sui
shin_actionplan.
pdf 

https://www.tv-
asahihd.co.
jp/sustainability/
human_capital/　

女性活躍推進法
「行動計画」 
https://corp.
asahi.co.
jp/ja/tv/company
/rule/woman.
html　　

11. 是正のプロセス

11-1 今まで自社または取引先で人権
問題が判明した場合、貴社はど
のように対応しましたか。（複数
回答可）

☐取引先と話し合い、改善を求
めた

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

☐取引先と契約関係を停止した
〇

☐特に措置を講じなかった

☐人権問題は確認していない

11-2 取引先に改善を要求した、もしく
は契約関係を停止した場合、そ
れらの詳細に関する情報は公開
していますか。

☐している 〇 〇

☐していない 〇 〇 〇 〇 〇

公開している事例がある場合
は、公開先ページのURLを貼っ
てください。

https://www.ntv.
co.
jp/info/pressrele
ase/docs/20230
907.pdf

2025/1/27 TBS
ラジオにて生島
ヒロシ氏の番組
降板について発
表 https:
//tbsradio.co.
jp/files/user/202
50127_1500.pdf  

12. 救済手続き

12-1 企業活動によって人権に影響を
受けた人が権利侵害を通報し、
是正するための救済手続き（グ
リーバンス ・メカニズム）はありま
すか。

☐ある 〇 〇 〇 〇 〇

☐ない 〇 〇

12-2 グリーバンス・メカニズムがある
場合、その手続きは番組制作会
社、出演者を含む番組制作に関
連する全ての人に開かれ、利用
できますか。

☐はい 〇 〇 〇 〇 〇

☐いいえ

12-3 グリーバンス・メカニズムがある
場合、その手続きは直接的なビ
ジネスパートナーに開かれ、利
用できますか。

☐はい 〇 〇 〇 〇 〇

☐いいえ

https://www.nhk.or.jp/info/pr/diversity/index_2.html
https://www.nhk.or.jp/info/pr/diversity/index_2.html
https://www.nhk.or.jp/info/pr/diversity/index_2.html
https://www.nhk.or.jp/info/pr/diversity/index_2.html
https://www.ntvhd.co.jp/ir/library/report/pdf/2024.pdf
https://www.ntvhd.co.jp/ir/library/report/pdf/2024.pdf
https://www.ntvhd.co.jp/ir/library/report/pdf/2024.pdf
https://www.ntvhd.co.jp/ir/library/report/pdf/2024.pdf
https://www.fujitv.co.jp/sustainability/worklife/pdf/josei_katsuyaku_suishin_actionplan.pdf
https://www.fujitv.co.jp/sustainability/worklife/pdf/josei_katsuyaku_suishin_actionplan.pdf
https://www.fujitv.co.jp/sustainability/worklife/pdf/josei_katsuyaku_suishin_actionplan.pdf
https://www.fujitv.co.jp/sustainability/worklife/pdf/josei_katsuyaku_suishin_actionplan.pdf
https://www.fujitv.co.jp/sustainability/worklife/pdf/josei_katsuyaku_suishin_actionplan.pdf
https://www.fujitv.co.jp/sustainability/worklife/pdf/josei_katsuyaku_suishin_actionplan.pdf
https://www.fujitv.co.jp/sustainability/worklife/pdf/josei_katsuyaku_suishin_actionplan.pdf
https://www.tv-asahihd.co.jp/sustainability/human_capital/
https://www.tv-asahihd.co.jp/sustainability/human_capital/
https://www.tv-asahihd.co.jp/sustainability/human_capital/
https://www.tv-asahihd.co.jp/sustainability/human_capital/
https://www.ntv.co.jp/info/pressrelease/docs/20230907.pdf
https://www.ntv.co.jp/info/pressrelease/docs/20230907.pdf
https://www.ntv.co.jp/info/pressrelease/docs/20230907.pdf
https://www.ntv.co.jp/info/pressrelease/docs/20230907.pdf
https://www.ntv.co.jp/info/pressrelease/docs/20230907.pdf
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12-4 番組内容によって傷つけられ、
差別を助長されたと認識する人
やグループに対し、グリーバンス
・メカニズムは開かれています
か。

☐開かれている 〇 〇 〇 〇 〇

☐開かれていない

12-5 グリーバンス・メカニズムについ
て、ステークホルダーにどのよう
に周知していますか。

社内イントラの
トップ画面で周知
している他、社内
全体会議で定期
的に注意喚起を
行っている。 ま
た、番組制作に
おいて社内外の
スタッフで共有す
る台本に通報窓
口を印刷するな
ど様々な方法で
周知をはかって
いる。 日本テレ
ビホールディング
スのグループ会
社各社に対して
も全体会議を通
じて定期的に周
知している。

統合報告書、な
らびにホーム
ページでも公開
しています。

社内通報（内部
通報）窓口があ
ることを周知して
います。

HPでの公表。口
頭での周知など

12-6 グリーバンス・メカニズムは貴社
ウェブサイトに公開され、誰もが
アクセスできる状態になっていま
すか。また、プロセスに関する説
明は公開されていますか。

☐されている 〇 〇 〇

☐されていない 〇 〇

されている、と答えられた場合、
公開先のリンクを貼ってくださ
い。

https://www.
tbsholdings.co.
jp/sustainability/
system.html  

https://www.tv-
asahihd.co.
jp/corp/humanri
ghts_helpline.
html

https://cypher.
asahi.co.
jp/humanrights　

公開されていない、と答えられた
場合、その理由を教えてくださ
い。

ステークホル
ダーに対しては、
12-5でお答えし
た通りの形で周
知している。視聴
者に対しては、
視聴者センター
を開設しており、
番組に関する意
見を広く受けつ
ている。https:
//www.ntv.co.
jp/staff/goiken/f
orm.html  人権
に関する指摘等
については必要
に応じて担当者
に転送され適正
に対応している。

12-7 グリーバンス・メカニズムは、独
立した第三者によって運営され
ていますか。

☐されている
〇

☐されていない
〇 〇

〇

12-8 個々の被害申告に関する事実認
定は、人権の専門家である独立
した第三者に委託していますか。

☐している 〇

☐していない 〇 〇 〇

https://www.tbsholdings.co.jp/sustainability/system.html
https://www.tbsholdings.co.jp/sustainability/system.html
https://www.tbsholdings.co.jp/sustainability/system.html
https://www.tbsholdings.co.jp/sustainability/system.html
https://www.tv-asahihd.co.jp/corp/humanrights_helpline.html
https://www.tv-asahihd.co.jp/corp/humanrights_helpline.html
https://www.tv-asahihd.co.jp/corp/humanrights_helpline.html
https://www.tv-asahihd.co.jp/corp/humanrights_helpline.html
https://www.tv-asahihd.co.jp/corp/humanrights_helpline.html
https://cypher.asahi.co.jp/humanrights
https://cypher.asahi.co.jp/humanrights
https://cypher.asahi.co.jp/humanrights
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12-9 グリーバンス・メカニズムにアク
セスした人が報復や不利益を受
けたり、プライバシーを侵害され
たりすることを防止するために、
どのような対策を講じています
か。

グリーバンス・メ
カニズムにアク
セスした人に対
する人権救済に
関しては、外部
の専門機関の救
済窓口を活用す
ることで、報復行
為など通報者が
不利益な取り扱
いを受けることの
ないような仕組
みを利用してい
ます。

ハラスメント防止
規定及び社内通
報取扱規程に基
づき対策を講じ
ています。

利益相反が生じ
ないよう、担当者
同士でも情報共
有範囲、内容を
最小限にとどめ
ている。

運用に関する内
規を策定してい
る。

12. 10 グリーバンス・メカニズムの利用
についての情報（申立ての方法
やプロセス、申立ての件数や解
決された案件の件数など）は公
開していますか。

☐している 〇

☐していない 〇 〇 〇

公開している場合、こちらに公開
先のページURLを貼ってくださ
い。

https://jacer-bhr.
org/application/i
ndex.html 

公開していない場合、その理由
を教えてください。

12-6 と同じ
→ステークホル
ダーに対しては、
12.5でお答えし
た通りの形で周
知している。視聴
者に対しては、
視聴者センター
を開設しており、
番組に関する意
見を広く受けつ
ている。https:
//www.ntv.co.
jp/staff/goiken/f
orm.html  
人権に関する指
摘等については
必要に応じて担
当者に転送され
適正に対応して
いる。

2024年7月に窓
口を設置したの
で、公開方法、公
開範囲などにつ
いて2025年7月
以降に検討のう
え実施する予
定。

今後、検討する
必要がある。

13. 人権課題に関する独立した第三者による調査

13-1 人権課題に関連して、第三者委
員会に調査を委託した経験があ
りますか。

☐ある 〇 〇 〇

☐ない 〇 〇 〇 〇

ある、と答えられた場合、第三者
調査委員会報告書の掲載ページ
のURLを貼ってください。

https://www.ntv.
co.
jp/info/pressrele
ase/pdf/202405
31-2.pdf

https://www.
tbsholdings.co.
jp/about/govern
ance/pdf/investi
gation_report_2
0231126.pdf?1

（FMH　第三者
委員会からの調
査報告書受領）
https://contents.
xjstorage.
jp/xcontents/46
760/0e227f88/e
307/44eb/ab52/
6b1e2d9b303e/
1401202503315
04819.pdf

13-2 人権課題が発生した場合、第三
者委員会に調査を委託する考え
がありますか。

☐ある 〇 〇 〇 〇

☐ない

https://jacer-bhr.org/application/index.html
https://jacer-bhr.org/application/index.html
https://jacer-bhr.org/application/index.html
https://www.ntv.co.jp/info/pressrelease/pdf/20240531-2.pdf
https://www.ntv.co.jp/info/pressrelease/pdf/20240531-2.pdf
https://www.ntv.co.jp/info/pressrelease/pdf/20240531-2.pdf
https://www.ntv.co.jp/info/pressrelease/pdf/20240531-2.pdf
https://www.ntv.co.jp/info/pressrelease/pdf/20240531-2.pdf
https://www.tbsholdings.co.jp/about/governance/pdf/investigation_report_20231126.pdf?1
https://www.tbsholdings.co.jp/about/governance/pdf/investigation_report_20231126.pdf?1
https://www.tbsholdings.co.jp/about/governance/pdf/investigation_report_20231126.pdf?1
https://www.tbsholdings.co.jp/about/governance/pdf/investigation_report_20231126.pdf?1
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https://www.tbsholdings.co.jp/about/governance/pdf/investigation_report_20231126.pdf?1
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ある、と答えられた場合は、判断
基準を教えてください。

事案によって判
断します。

一律の基準を定
められるもので
はなく、個々の事
案の内容を踏ま
えて対応を検討
いたします。

内部調査では、
調査の客観性が
担保できないと
判断される場合

社内の調査では
事実が隠蔽され
るとステークホル
ダーが受け止め
る恐れのある
ケースなど

ない、と答えられた場合は、その
理由を教えてください。

14. 民放連・業界団体による調査、被害救済

14-1 メディア・エンターテイメント業界
における人権侵害の効果的な被
害救済に対し、民間放送の場
合、日本民間放送連盟が業界横
断のグリーバンス・メカニズムを
設置すること、あるいは、独立し
た第三者調査を実施することに
賛成ですか。

☐賛成 〇 〇 〇 〇

☐反対

理由 人権対応は各社
の競争領域では
なく、むしろ協調
領域であると考
えます。それを踏
まえて、グリーバ
ンスメカニズムに
ついては、将来
的には業界団体
共通の窓口を設
置することを検
討することも一案
であると考えま
す。一方で第三
者調査について
は、事案への迅
速な対応を考え
た場合、現状で
は個社で対応す
ることがより現実
的な対応である
と考えます。

透明性客観性の
ある取り組みが
重要と考えます。

個社の窓口に相
談することが難し
い事案もあると
考えられるため。
また、相談する
窓口が一つでも
増えることがより
救済につなが
る。

14-2 メディア・エンターテイメント業界
における人権侵害の防止・是正
のために、日本民間放送連盟は
どのような取り組みをすべきと考
えますか。

人権侵害の防止
・是正について
は、各社共通の
課題でもあり、人
権DDなどに関し
ては、将来的に
は個社で取り組
むよりも、民放連
やその他団体が
共通のフォーマッ
トをとりまとめる
などの形で実施
することが望まし
いと考えます。

業界全体の指導
的な役割を期待
します。

15. その他
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その他、メディア・エンターテイメ
ント業界における人権侵害の防
止・是正・救済のために取り組ん
でいること、あるいは取り組むべ
き課題があれば自由に記述して
ください。

NHKは、「NHK
倫理・行動憲章」
で、人権を第一
に考え、公私に
おいて、法令を
遵守するととも
に、高い倫理観
に基づく、責任あ
る行動をとりま
す、と宣言し、
「行動指針」で
は、取材や制作
をはじめ、あらゆ
る業務の過程で
人権、人格を尊
重すること、いか
なる人権侵害も
許さないこと、あ
らゆる差別やハ
ラスメントを許さ
ないことを宣言し
ています。 また
「NHKの出演者
に対する人権尊
重のガイドライ
ン」に基づき、
NHKおよび関連
団体のすべての
役職員は、出演
者の人権、人格
を尊重し、安心・
安全な制作現場
の確保に努めて
おり、主な出演
者の所属事務所
には、年度ごとに
「NHKの出演者
に対する人権尊
重のガイドライ
ン」への賛同をお
願いしています。
https://www.
nhk.or.
jp/info/pr/jinken/　

TBSホールディ
ングスとして、
2024年4月に主
要なコンテンツ制
作に関わる取引
先を対象に人権
ＤＤを実施し、コ
ンテンツ制作の
過程にどのよう
な人権リスクが
存在するかをあ
らためて確認し
ました。その結果
を踏まえて、TBS
グループとして
「コンテンツ制作
における人権尊
重のための指
針」を策定しまし
た。この内容を
取引先各社とも
共有し、今後もコ
ンテンツ制作環
境における人権
課題の改善に取
り組んでまいりま
す。

人権に関する課
題は広範囲に及
びます。業界特
性を考え優先度
の高い課題から
着実に取り組ん
でいきます。そし
てその取り組み
が実行性を持
ち、結果を多くの
ステークホル
ダーに認識して
もらうことが重要
と考えます。


